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ひびき灘開発株式会社 

Ⅰ 法人の概要（平成 25 年 4 月 1 日現在）

1 所在地 

    北九州市若松区浜町一丁目 18－1 

2 設立年月日 

    昭和 48 年 2 月 21 日 

3 代表者 

    代表取締役社長  南立 朝彦 

4 資本金 

    1,365,500 千円 

5 北九州市の出資金  

    670,000 千円（出資の割合 49.1％） 

6 役職員数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 15 人 0 人 2 人 13 人 

常 勤  5 人 0 人 2 人  3 人 

非常勤 10 人 0 人 0 人 10 人 

社 員 66 人 0 人 1 人 65 人 

Ⅱ 平成 24 年度事業実績 

当期におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要による下支えがあったものの、円高や

海外経済の減速等を背景に輸出や生産が減少するなど、厳しい状況で推移した。しかし、年初から

は、新政権の経済政策等への期待感から円安や株価の上昇が進み、一部に景気回復への兆しが見ら

れるようになった。 

北九州地区の経済は、円安の好影響が徐々に見られてきていること等を背景に、下げ止まりつつ

ある。 

このような状況のもと、当社の廃棄物処理事業においては、企業の厳しい収益環境を背景とする

生産の減少やリサイクルの推進による影響等により、鉄鋼関連を中心に廃棄物搬入量が減少した。

また、土地分譲事業を取り巻く環境も活発な動きがなく、当期の業績は前期を下回ることとなった。 

当期の廃棄物搬入量は、自社部門の搬入量の合計は 283 千トンで、前期より 69 千トン（19％）減

少した。受託部門は、震災がれきの受入れにより一般廃棄物が増加したものの、搬入量の合計は 161

千トンで、前期より 5千トン（3％）減少した。全体では 445 千トンを受入れ、前期より 75 千トン

（14％）減少した。 

この結果、廃棄物処理収入の合計は、31 億 25 百万円となり、前期より 5億 14 百万円（14％）減

少した。 
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土地分譲については、0.4 ヘクタールの売却にとどまり、78 百万円の売却収入となった。 

その他事業収入として、北九州市エコタウンセンターの管理運営業務の受託収入が 49 百万円、北

九州市響灘ビオトープの管理運営補助業務の受託収入が 26 百万円、Ｒ1 号倉庫等の賃貸収入が 19

百万円あった。 

以上により、売上高の合計は 32 億 98 百万円となり、前期より 7 億 11 百万円（17％）減少した。 

費用面では、震災がれきを処理するための諸費用が新たに発生するなどの増加要因はあったが、

廃棄物搬入量の減少に伴い市納入金や環境未来税が減少したこと等により、廃棄物処理原価は前期

より 77 百万円（4％）減少した。また、前期計上した販売用土地及び仕掛土地の収益性低下による

評価損が当期はなかったこと等により、売上原価の合計は 17 億 60 百万円となり、前期より 5 億 32

百万円（23%）減少した。 

以上の結果、経常利益は 10 億 89 百万円となり、前期より 1 億 33 百万円（10％）の減少、当期

純利益は 6 億 54 百万円となり、前期より 2億 73 百万円（29％）の減少となった。 
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Ⅲ 平成 24 年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

平成25年3月31日現在（単位：円） 

資  産  の  部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資産の部） （負債の部） 

流 動 資 産 8,312,675,905 流 動 負 債 804,278,200

現 金 及 び 預 金 243,900,454 買 掛 金 105,447,003

売 掛 金 339,710,030 短 期 借 入 金 235,490,000

有 価 証 券 1,650,000,000 未 払 金 79,119,418

販 売 用 土 地 2,041,907,268 未 払 法 人 税 等 323,689,206

仕 掛 土 地 3,997,425,975 前 受 金 8,887,700

未 収 消 費 税 等 3,325,600 賞 与 引 当 金 19,003,403

繰 延 税 金 資 産 32,827,620 そ の 他 32,641,470

そ の 他 3,678,958

貸 倒 引 当 金 ▲ 100,000

固 定 資 産 2,173,178,471 固 定 負 債 1,373,410,842

（有形固定資産） (971,864,390) 長 期 借 入 金 965,679,000

建 物 129,794,496 退 職 給 付 引 当 金 392,279,967

構 築 物 205,163,223 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,051,875

機 械 及 び 装 置 25,492,494 そ の 他 14,400,000

船 舶 18,832,579 負 債 合 計 2,177,689,042

車 両 運 搬 具 2,098,201 純 資 産 の 部 

工 具 器 具 備 品 5,349,406 科   目 金  額 

土 地 561,629,991 （純資産の部） 

建 設 仮 勘 定 23,504,000 株 主 資 本 8,308,165,334

（無形固定資産） (924,040,607) 資 本 金 1,365,500,000

護 岸 利 用 権 783,424,375 利 益 剰 余 金 6,942,665,334

公 有 水 面 埋 立 権 132,800,004 その他利益剰余金 6,942,665,334

ソ フ ト ウ ェ ア 6,641,372 特定災害防止準備金 120,624,092

そ の 他 1,174,856 別 途 積 立 金 4,000,000,000

（投資その他の資産） (277,273,474) 繰 越 利 益 剰 余 金 2,822,041,242

長 期 貸 付 金 130,754,636

特定災害防止準備積立金 186,436,000

繰 延 税 金 資 産 71,687,473

そ の 他 19,150,001

貸 倒 引 当 金 ▲ 130,754,636 純 資 産 合 計 8,308,165,334

資 産 合 計 10,485,854,376 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,485,854,376

–  331  –



2 損 益 計 算 書 

自 平成24年 4月 1日 

至 平成25年 3月31日（単位：円） 

科       目 金       額 

円 円

売 上 高 

廃 棄 物 処 理 収 入 3,125,771,684

販 売 用 土 地 売 上 高 78,043,600

そ の 他 事 業 収 入 94,715,977 3,298,531,261

売 上 原 価 

廃 棄 物 処 理 原 価 1,601,365,436

販 売 用 土 地 売 上 原 価 70,152,499

そ の 他 事 業 原 価 88,914,118 1,760,432,053

売 上 総 利 益 1,538,099,208

販売費及び一般管理費 454,278,902

営 業 利 益 1,083,820,306

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 配 当 金 1,799,155

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,289,584

雑 収 益 12,297,730 15,386,469

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 1,782,070

支 払 手 数 料 2,499,974

雑 損 失 5,681,187 9,963,231

経 常 利 益 1,089,243,544

税 引 前 当 期 純 利 益 1,089,243,544

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 448,612,100

法 人 税 等 調 整 額 ▲ 13,675,869

当 期 純 利 益 654,307,313
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Ⅳ 平成25年度事業計画 

平成 25 年度の事業計画については、収入の主体となる自社の廃棄物搬入量については、減少傾

向にある現状を踏まえ、直近の排出企業とのヒアリングによる予定量をもとに、固めに見込んで 27

万トンとした。廃棄物処分料金については、平成 25 年度も据え置きとした。土地分譲については、

面積 1 ヘクタール、売買代金 200 百万円を分譲目標とした。また、土地の利活用を図るため、平成

25 年 2 月より、2 号地の一部約 4 ヘクタールをメガソーラー発電施設用地として賃貸しており、さ

らに、2 号地北側 3 ヘクタールにおいて、2メガの太陽光発電所を建設し、平成 25 年 9 月から発電

を開始し、年間 50 百万円の九州電力㈱からの売電収入を見込んでいる。 

支出に関しては、平成 24 年に引き続き、業務等の見直しにより経費削減を図っている。嵩上げ

事業については、浸出水の水処理を行なうための基本設計および実施設計費や紛争防止手続きなど

の許認可費用が発生する。 

新規には、太陽光発電所建設に係る設備投資として約 6 億円が発生する。3 号地北側約 13 万 2 千

㎡の竣功に伴い、不動産取得税及び登録免許税が発生する。 

平成 25 年度予算の詳細については、売上高は 31 億 45 百万円を計上している。このうち廃棄物

処理収入は 28 億 20 百万円、土地分譲は、先行きの見通しは不透明ではあるが、約 1 ヘクタールの

売却で 2 億円の販売用土地売上高を予定している。その他事業収入は、Ｒ1 号倉庫等の賃貸収入 20

百万円、エコタウンセンターの受託収入 49 百万円、新たな土地賃貸収入 5 百万円、太陽光発電事

業の売電収入 50 百万円の合計で 1 億 25 百万円を計上している。 

売上原価については 17 億 99 百万円を計上している。このうち、廃棄物処理原価は 14 億 30 百万

円で、経費科目 9 億 05 百万円には環境未来税が 3 億 24 百万円、設備等の減価償却費が 3 億 52 百

万円が含まれている。販売用土地原価 1 億 79 百万円は、1 ヘクタールの売却に相当する分譲地の帳

簿価額である。その他事業原価については、太陽光発電施設の 30％特別償却費を計上している事に

よる。よって、差し引きの売上総利益は 13 億 46 百万円となる。販売費及び一般管理費は、合計で

4 億 72 百万円を計上し、この結果、営業利益は 8 億 73 百万円を予定している。 

営業外収益の雑収入には、響灘ビオトープ管理運営委託費 42 百万円を計上し、営業外費用の支

払利息については、太陽光発電施設建設に係る費用約 6 億円の新規借り入れによる利息を見込んで

いる。以上の結果、経常利益は 9 億 11 百万円、税引後純利益は 5億 1 百万円を見込んでいる。 

平成 25 年度の工事予算については、処分場関連工事として、当社の太陽光発電施設の建設費と

して 5 億 94 百万円を計上している。これには、系統連結費用等の必要関連費用も含んでいる。水

処理施設内の水を処分場内の調整池に戻す配管が老朽化しているため、排水処理施設の返送管改良

工事費用として 10 百万円を計上している。次に、嵩上げ事業関連工事として、嵩上げによって処

分場内に出る高ＣＯＤの浸出水は、既存の水処理施設では十分に対応できないため、新たな施設を

設計する費用として 85 百万円を計上している。そのほかに、響灘事業所の駐車場の不具合部分の

修理および増設を行なうための費用などを行う費用を計上している。
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Ⅴ 平成 25 年度予算

1 収 支 予 算 書 

                                自 平成25年 4月 1日 

                                         至 平成26年 3月31日（単位：千円） 

科    目 金 額 

 売 上 高   

   廃 棄 物 処 理 収 入 2,820,701  

   販 売 用 土 地 売 上 高 200,013  

   そ の 他 事 業 収 入 125,164 3,145,878 

売 上 原 価   

   廃 棄 物 処 理 原 価 1,430,969  

   販 売 用 土 地 売 上 原 価 179,841  

   そ の 他 事 業 原 価 188,841 1,799,651 

   売 上 総 利 益  1,346,227 

 販売費及び一般管理費  472,526 

   営 業 利 益  873,701 

 営 業 外 収 益   

   受 取 利 息 1,842  

   雑 収 益 48,349 50,191 

 営 業 外 費 用   

   支 払 利 息 5,447  

   支 払 手 数 料 2,000  

   雑 損 失 4,527 11,974 

   経 常 利 益  911,918 

   税 引 前 当 期 純 利 益  911,918 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  410,363 

   当 期 純 利 益  501,555 
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Ⅵ 役 員 名 簿 等

1 役 員 名 簿 

平成 25 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

代表取締役社長 中  富  美 津 男 ひびき灘開発株式会社 

代表取締役専務 堀 川 政 樹 ひびき灘開発株式会社 

常 務 取 締 役 荒 牧 滋 美 ひびき灘開発株式会社 

常 務 取 締 役 船 石 正 彦 ひびき灘開発株式会社 

取 締 役 橋 本 哲 治 北九州市港湾空港局 局長 

〃 松 岡 俊 和 北九州市環境局 局長 

〃 西 田 幸 生 北九州市産業経済局 局長 

〃 古 田 和 彦 旭硝子株式会社北九州事業所 所長 

〃 井 上 哲 男 三菱化学株式会社黒崎事業所 総務部長 

〃 長 澤 国 広 電源開発株式会社若松総合事業所 所長代理 

〃 阿 部 芳 典 新日鐵住金株式会社棒線事業部小倉製鐵所 設備部長 

〃 岩 下 将 弘 日本コークス工業株式会社北九州事業所 副所長 

監 査 役 鈴 木 清 継 ひびき灘開発株式会社 

〃 船 越 弘 文 新日鐵住金株式会社八幡製鐵所 総務部長 

〃 谷 口 勇 寛 株式会社みずほ銀行北九州支店 公金部長 
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